
事 業 概 況 （１月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 23年度労災保険業務機械処理の平成 24年 1月末現在における保険給付支払総額は 621,135,030千円で、前年同期

に比べて 0.7％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 322,128,586千円で、51.9％と最も大きく、次いで療

養補償給付が 171,352,248千円で 27.6％を占めている。以下、休業補償給付が 13.6％、障害補償一時金が 4.1％、遺族補

償一時金が 1.3％、介護補償給付が 0.9％、葬祭料が 0.5％、二次健康診断等給付が 0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 59.1％増、葬祭料が 49.2％増、二次健康

診断等給付が 7.8％増、療養補償給付が 3.0％増となっているのに対し、障害補償一時金が 2.5％減、介護補償給付が 1.1％

減、休業補償給付及び年金等給付が 1.0％減となっている。（第１表） 

　　　　　区　分 平成22年度 23年1月末 平成23年度 24年1月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 616,908,990 100.0 △ 0.9 621,135,030 100.0 0.7

療 養 補 償 給 付 166,294,642 27.0 3.9 171,352,248 27.6 3.0

休 業 補 償 給 付 85,230,387 13.8 △ 3.6 84,336,829 13.6 △ 1.0

障 害 補 償 一 時 金 26,259,326 4.3 △ 9.8 25,607,474 4.1 △ 2.5

遺 族 補 償 一 時 金 5,202,917 0.8 △ 14.6 8,276,738 1.3 59.1

葬 祭 料 1,952,729 0.3 0.4 2,913,608 0.5 49.2

介 護 補 償 給 付 5,905,493 1.0 △ 1.1 5,843,231 0.9 △ 1.1

年 金 等 給 付 325,436,194 52.8 △ 1.4 322,128,586 51.9 △ 1.0

二 次 健 康 診 断 等 給 付 627,301 0.1 5.1 676,316 0.1 7.8

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第 2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 189,374,726千円で 30.5％、「製造業」が 159,533,729千

円で 25.7％、「その他の事業」が 155,077,113千円で 25.0％となっている。以下、「運輸業」が 10.2％、「鉱業」が 5.4％、

「林業」が 2.3％、「漁業」が 0.4％、「船舶所有者の事業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％とな

っている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が 37.9％増、「その他の事業」が 4.3％増、

「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 3.0%増、「運輸業」が 2.2％増、「漁業」が 0.2％増、「製造業」が 0.1％増とな

っているのに対し、「鉱業」が 5.4％減、「林業」が 2.9％減、「建設事業」が 1.0％減となっている。（第２表） 



　　　　　区　分 平成22年度 23年1月末 平成23年度 24年1月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 616,908,990 100.0 △ 0.9 621,135,030 100.0 0.7

林　　  　　　業 15,010,677 2.4 △ 3.2 14,572,936 2.3 △ 2.9

漁　　　  　　業 2,193,802 0.4 △ 4.3 2,198,912 0.4 0.2

鉱　　　  　　業 35,506,649 5.8 △ 5.0 33,597,968 5.4 △ 5.4

建　 設　 事　 業 191,206,605 31.0 △ 2.1 189,374,726 30.5 △ 1.0

製　 　造　 　業 159,444,631 25.8 △ 2.4 159,533,729 25.7 0.1

運　 　輸　 　業 62,167,700 10.1 △ 0.5 63,553,134 10.2 2.2
電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
1,304,090 0.2 △ 0.1 1,343,213 0.2 3.0

そ の 他 の 事業 148,708,811 24.1 2.9 155,077,113 25.0 4.3

船舶所有者の事業 1,366,024 0.2 － 1,883,299 0.3 37.9

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第 2位で四捨五入を行っている。 

(注 3) 「船舶所有者の事業」については、平成 22年 1月末現在の保険給付の支払額が 0円であったため、対前年同期増減率は「－」 

とした。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 166,741,257千円で 51.8％と最も大きく、次いで

障害補償年金が 121,106,356千円で 37.6％、傷病補償年金が 34,280,974千円で 10.6％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 109,096,441 千円で 33.9％、「製造業」が 92,753,403

千円で 28.8％、「その他の事業」が 55,025,757千円で 17.1％となっている。以下、「運輸業」が 10.2％、「鉱業」が 7.2％、

「林業」が 2.1％、「漁業」が 0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「船舶所有者の事業」が 0.0％とな

っている。（第３表） 

平成23年度　24年1月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 121,106,356 166,741,257 34,280,974 322,128,586 100.0

林　　  　　　業 2,006,494 4,331,899 382,965 6,721,357 2.1

漁　　　  　　業 364,995 1,132,264 63,481 1,560,740 0.5

鉱　　　  　　業 2,181,385 13,927,242 6,978,957 23,087,584 7.2

建　 設　 事　 業 35,869,459 59,996,282 13,230,700 109,096,441 33.9

製　 　造　 　業 46,969,666 39,238,402 6,545,336 92,753,403 28.8

運　 　輸　 　業 12,015,496 18,737,174 2,116,393 32,869,063 10.2

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
222,137 613,935 54,978 891,050 0.3

そ の 他 の 事業 21,466,617 28,654,908 4,904,232 55,025,757 17.1

船舶所有者の事業 10,108 109,152 3,932 123,191 0.0

構　成　比 37.6% 51.8% 10.6% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第 2位で四捨五入を行っている。 



保 険 料 

 

  平成 23年度労災保険業務機械処理の平成 24年 1月末現在における保険料徴収決定済額は 843,251,857千円で、前年同

期に比べて 4.8％増となっている。保険料収納済額は 601,118,961千円で、前年同期に比べて 3.3％増となっている。また、

収納率についてみると 71.3％となっており、前年同期に比べて 1.0ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 381,083,242千円で 45.2％と最も大きく、次いで、

「製造業」が 181,432,053千円で 21.5％を、「建設事業」が 166,669,186千円で 19.8％を占めている。以下、「運輸業」が

9.9％、「船舶所有者の事業」が 1.8％、「林業」が 0.7％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.4％、

「漁業」が 0.3％となっている。（第４表） 

区　分

平成22年度 平成23年度 平成22年度 平成23年度 平成22年度平成23年度

業　種 23年1月末 24年1月末 23年1月末 24年1月末 23年1月末 24年1月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 804,987,204 843,251,857 100.0 4.8 581,747,034 601,118,961 100.0 3.3 72.3 71.3

林　　  　　　業 6,352,729 6,093,375 0.7 △ 4.1 4,840,899 4,451,695 0.7 △ 8.0 76.2 73.1

漁　　　  　　業 2,157,365 2,129,619 0.3 △ 1.3 1,478,296 1,445,492 0.2 △ 2.2 68.5 67.9

鉱　　　  　　業 3,568,937 3,506,699 0.4 △ 1.7 2,234,671 2,198,820 0.4 △ 1.6 62.6 62.7

建　 設　 事　 業 167,027,021 166,669,186 19.8 △ 0.2 122,438,611 120,159,729 20.0 △ 1.9 73.3 72.1

製　 　造　 　業 160,385,973 181,432,053 21.5 13.1 111,413,076 127,607,442 21.2 14.5 69.5 70.3

運　 　輸　 　業 79,617,451 83,795,287 9.9 5.2 54,917,483 54,769,798 9.1 △ 0.3 69.0 65.4

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
3,024,884 3,096,736 0.4 2.4 2,095,798 2,146,893 0.4 2.4 69.3 69.3

そ の 他 の 事業 367,963,410 381,083,242 45.2 3.6 271,353,287 277,228,517 46.1 2.2 73.7 72.7

船舶所有者の事業 14,889,435 15,445,662 1.8 3.7 10,974,913 11,110,575 1.8 1.2 73.7 71.9

収　納　率

構 成 比

対 前 年

同 期
増 減 率

構 成 比

対 前 年

同 期
増 減 率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第 2位で四捨五入を行っている。 

 


